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本日の内容について

１．これまでの議論と対応について

２．事業評価における評価の視点

2-1 事前評価の視点

2-2 再評価の視点

2-3 事後評価の視点

３．総合的な評価のあり方について

４．議論いただきたい内容
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１．これまでの議論と対応について
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昨年度委員会の整理と本日の論点について

○公共事業評価が本格的に導入されて２０年以上経過したが、この間、情
報化社会の進展やインバウンドの増加、地球環境への意識の高まりな
ど、日本の社会・経済状況は大きく変化し、利便性や安全性のみならず
社会資本に求められるニーズは多様化してきている。また、高齢化社会
や地球温暖化への対応など長期的な視点にたった社会資本整備が求
められている。

〇公共事業の評価は、あくまで現在の価値観に基づくものであり、必ずし
も将来の価値観に基づくものではないことや、社会資本が果たす役割は
広範かつ長期間に及び、あらゆる効果を貨幣単位の便益として算定す
るという便益の精緻化には限界があることなどを十分認識する必要があ
る。

〇他方、社会資本は国民の負担により整備されるものであり、国民に対し
て説明責任を十分に果たす必要があることから、公共事業の評価にあ
たっては恣意性がなく、透明性を確保することが求められており、社会
資本整備の多様な効果について、できる限り定量的、定性的に表現した
うえで、総合的に判断する必要がある。
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「公共事業評価手法に関わる基本的な認識」 
（令和６年度 第２回 公共事業評価手法研究委員会）

総合的な評価のあり方

説明責任

２．事業評価における評価の視点

２．事業評価における評価の視点



前回会議の整理と本日の論点について
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「今後の取組の方向性（案） 」 
（令和６年度 第２回 公共事業評価手法研究委員会）

→

総合的な評価のあり方

１．議論を踏まえた
対応状況

技術基準等の見直し

３．総合評価のあり方
について



（参考）工事発注段階におけるリスク要因

（出典）公共土木設計施工標準請負契約約款利用の手引き（2014 年 12月公益社団法人土木学会）
図3-1（設計・施工一括発注方式におけるリスク要因とリスク分担の原則）を国土交通省にて一部加筆修正

リスクの要因
（変更をもたらす原因であり、発注時において不確定な要素）

自
然
条
件

社
会
条
件

そ
の
他

気象・海象

河川、湧水・地下水

支持地盤

地中障害物

地元協議（騒音、振動等）

関係機関協議
（近接施工、交差物件、占有物件、交通規制）

作業ヤードの契約等の状況

用地の契約等の状況

隣接工区工事進捗状況

不可抗力

法律・基準等の改正

人為的ミス

発注者が発注時までの調査結果等
を提示し、受注者がリスクの内容・大

きさを技術的に判断する要因

（受注者の提案内容により要因の範囲・影
響の度合等が変化する）

発注者がコントロールしている要因

受発注者のコントロール外の要因

受注者がコントロールしている要因
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R6.6.24 令和6年度第2回公共事業評価
手法研究委員会資料より



リスクを考慮した事業費の算定（道路の事例）

事業費

事業費

全国の増額事例の分析を参考
にリスクを考慮した費用を計上

＜今後＞＜従来＞

事業費増加の

リスク

橋梁やトンネル等の
構造別に、近傍の
類似工事の実績等
から単価を設定

＜リスクの例＞
〇地質調査の結果、想定以上の
軟弱地盤が判明し、より深い
位置に支持層を変更

○地質調査をふまえた耐震設計
の結果、橋梁基礎の杭本数が
増加

〇 想定されるリスクについては、全国の増額事例の分析を参考に、そのリスクを考慮した費用を計上

事業費増加の

リスク

リスクの
洗い出し・明示

増額分析を
ふまえたリスク

R7.3.14 第27回事業評価部会
（道路分科会）より抜粋
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事業の増額事例の分析とリスクを考慮した費用計上（道路の事例）

〇事業費のデータベースより、事業中の全国３６１事業を対象に工事費の増加率を分析
○事業費の設定にあたっては、工種別の増加率を踏まえ、中央値から平均値の間で事業ごとにリスク分析結果
に応じて、リスクを考慮した費用を計上

○当面、高規格道路を対象として、令和7年度新規採択時評価から運用を開始。
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R6.12.24 第26回事業評価
部会（道路分科会）資料より
一部加筆して抜粋



事業化前の事前調査をふまえたリスク分析（道路の事例）

9R7.3.14 第27回事業評価部会（道路分科会）資料より抜粋 https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/road01_sg_000730.html

〇新規事業採択時評価に費用を計上していなかったリスクが顕在化し、事業費が増大している事例もあること
から、リスクへの対応を強化するため、事業化前の事前調査を充実し、事業のリスク分析を行い、リスクへの
対応状況を明示



10R7.3.14 第27回事業評価部会（道路分科会）資料より抜粋 https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/road01_sg_000730.html



多様な効果を考慮した便益

○ 精度の継続検証等が必要な便益であっても、計測手法が概ね確立している便益については、参考のB/Cとして

示すこととし、R7年度新規事業では、時間信頼性便益とCO2排出削減便益を加えたB/C〔参考値〕を示す。

○ その他の多様な効果についても、便益計測手法の開発・検討を行い、順次適用していくことを想定。

確立された便益
（３便益）

費用便益分析に
馴染まない便益

B/C〔参考値〕として適用

計測手法が
概ね確立

・時間信頼性向上便益
・CO2排出削減便益

各便益を並べて記載
（B/Cに加算しない）

B/Cとして提示
（従来通り）

・ 走行時間短縮便益
・ 走行経費減少便益
・ 交通事故減少便益

貨幣換算化が
困難な効果

可能な限り
定量的に説明

精度の継続検証等が
必要な便益

例）・救命率の向上
・災害時の不安感軽減

対象事業：R7新規～
※事業規模によらず、全ての新規事業を対象とする。

対象便益：R7年度は時間信頼性向上便益、CO2排出削減便益
※事業特性により必要な便益を算出し加えることができる。
※一体評価を実施している事業については、一体評価のみ算出し、
 個別の事業化区間では算出しなくてもよい。

■評価様式（カルテ）の記載イメージ■B/C〔参考値〕の適用範囲
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R6.12.24 第26回事業評価部会
（道路分科会） 資料より
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○「評価手法の確立、評価値の精度向上に向けた検討が必要な便益」（時間信頼性向上、CO2排出削減便益）について
算出結果を加えた場合の費用便益比（いわゆるB’/C）を新規事業採択時評価で参考提示

○また、その他の貨幣換算が可能な効果、困難な効果についても併記することで事業効果の透明性を確保している。

その他効果の反映状況 （R7年度新規事業）
新規事業採択時評価 （一般国道57号熊本環状連絡道路） 事業カルテ

R7.3.14 第27回事業評価部会
（道路分科会）資料より



２．事業評価における評価の視点

2-1 事前評価での視点
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事業の決定手法に関する土木学会特別委員会の提言

「Beyond コロナの日本創生と土木のビッグピクチャー（提言）」 （土木学会「コロナ後の“土木”のビッグ
ピクチャー」特別委員会, 2022）において事業の決定手法の見直しについても提言がなされている

■事業の決定手法の見直しに関する「Beyond コロナの日本創生と土木のビッグピクチャー（提言）」の主な内容

• ありたい姿を実現するためには、現状を受けた未来予測に基づく課題解決型のアプローチのみならず、
こうありたい「未来像」を実現するためのバックキャスティングによるアプローチが重要 

• ありたい姿を実現するためインフラの計画・評価手法を見直すことが必要

出典：「Beyond コロナの日本創生と土木のビッグピクチャー（提言）」より抜粋
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＜土木のビックピクチャーにおけるインフラ事業の考え方＞（土木学会）



次期社会資本整備重点計画の重点目標案

「社会全体の共有財産」であるインフラの効果を最大限発揮することを通じて、社会的使命を果たして
いくため、次期計画では、社会課題の解決を中核に据えて計画を構成する議論が行われている。
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ありたい「未来像」について

• 2050年さらにその先の長期を見据えつつ、今後概ね10年間の新たな国土の将来ビジョンを示した第
三次国土形成計画（全国計画）を2023年に策定

• WISENET2050や流域治水など各分野におけるありたい「未来像」についても、各局において議論さ
れ示されている。

WISENET2050 流域治水
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事業者の例：JR西日本グループ ゼロカーボン2050港湾の中長期政策「PORT2030」の構成

ありたい「未来像」について

• 2030年頃の我が国経済・産業・人々の暮らしを支えるために港湾が果たすべき役割や主要施策
について掲げた、港湾の中長期政策「PORT 2030」を2018年7月に公表。

• 2050年のカーボンニュートラルに向けて各鉄軌道事業者においても取組を進めており、例えば、
JR西日本グループの「ゼロカーボン2050」では、鉄道の環境優位性を活かした地域との連携
や新技術の活用等が示されている。
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事業評価における評価の視点について（事前評価）

• 事業評価の実施要領において事前評価、再評価、事後評価のそれぞれの段階において「評価の視点」
を記載している
（事前評価は計画段階評価で実施しており、新規事業採択時評価では明記していない）

• 社会資本に求められるニーズが多様化している中、例えば土木学会の提言や社会資本整備重点計画
での議論なども踏まえ、評価の視点についても見直す必要はないか

①事業目的となる解決すべき課題・背景を把握し、その原因を分析する。

②達成すべき政策目標を明確化する。

③政策目標に応じて必要な評価項目を設定し、事業内容の妥当性等について、複数案を提示した上
で、具体的データやコスト等により比較、評価を行う。 

論点

・現在の評価の視点では、「達成すべき政策目標」が、「ありたい未来像」に合致した事業であるかに
ついて評価がされていないのではないか

・現時点の政策目標に対してのみ評価項目を設定するのではなく、将来に渡ってインフラを使用する
観点から、持続性や拡張性についても評価すべきではないか

現行要領での視点 ＜事前評価（計画段階評価）＞

18



２．事業評価における評価の視点

2-2 再評価での視点
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〇長期に渡る公共事業は、後発的な事情により、事業内容を見直す場合がある一方で、
近年、事業再評価において「見直し継続」が選定されていない

〇 「見直し」の考え方を明確にすることで、事業再評価プロセスを通じて事業計画（変更）の
透明性を図るべきではないか。

令和６年度の事業再評価の取り扱いについて
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国土交通省事業再評価実施要領における事業継続の考え方

①事業の必要性等に関する視点
１）事業を巡る社会経済情勢等の変化
２）事業の投資効果
３）事業の進捗状況

②事業の進捗の見込みの視点
①、②の両方もくしはいずれか
で継続が妥当ではない

①、②のいずれでも継続が妥当

継続 中止見直しを実施した上で
継続

見直しの必要なし
見直しによって
より効率化

見直しをしても継続が
妥当ではない

事業手法、施設規模の見直
しによって①、②の視点から
見て継続が妥当

• 国土交通省所管公共事業の再評価実施要領において、事業継続の考え方として「継続」、「見直し
継続」、「中止」の３つの考え方を示している

③ コスト削減や代替案立案等の
可能性の視点

③ コスト削減や代替案立案等の
可能性の視点

対応方針又は対応方針（案）決定の考え方
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事業評価における評価の視点について（再評価）

• 公共事業は長期に渡る事業も多い一方、社会資本に求められるニーズは時代に応じて変化するため、
時代の変化に対応した事業の見直しや評価を実施すべきではないか

① 事業の必要性等に関する視点

 1) 事業を巡る社会経済情勢等の変化 

事業採択の際の前提となっている需要の見込みや地元情勢の変化等事業を巡る社会経済情勢等の変化状況等。 

2) 事業の投資効果

事業の投資効果やその変化。 原則として再評価を実施する全事業について費用対効果分析を実施するものとす
る。

        なお、事業採択時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られな い場合で、かつ、事業規模に比
して費用対効果分析に要する費用が著しく大き い等費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断でき
る場合にあっては、再評価実施主体は、費用対効果分析を実施しないことができるものとする。

 3) 事業の進捗状況

再評価を実施する事業の進捗率、残事業の内容等。 

② 事業の進捗の見込みの視点

事業の実施のめど、進捗の見通し等。 

③ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

技術の進展に伴う新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性や事業手法、施設規模等の見直しの可能性

論点

・需要の変化や耐震等の基準の見直しなど、社会経済情勢の変化や社会資本に求められるニーズ
の変化等を踏まえた施設規模（事業計画・構造等）の見直しの必要性について評価できる内容に
なっているか

現行要領での再評価の視点
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事業内容の変更が生じた例

事業の「見直し継続」の考え方について

23

＜道路事業の場合＞

〇社会情勢の変化等に伴う事業内容の見直し
・史跡の指定、周辺の交通ネットワークの変化
・災害等を踏まえた構造の見直し など

〇現地条件を踏まえた事業内容の見直し
・現地調査結果を踏まえた設計条件の見直しに伴う構造変更
・設計の進捗に伴う見直し
・交通規制の制約、警察協議をふまえた見直し など

〇事業効率化等による事業内容の見直し
・車線数減、IC形状の変更、IC配置の見直し など

＜河川事業の場合＞

〇社会情勢の変化等に伴う事業内容の見直し
・河川整備計画の目標変更または整備施設の変更
・かわまちづくり計画の登録に伴う整備内容の追加 など

〇現地条件を踏まえた事業内容の見直し
・現地調査結果を踏まえた設計条件の見直しに伴う構造変更
・設計の進捗に伴う見直し
・地方自治体や関係機関協議をふまえた見直し など

• 各分野において様々な事業内容の変更に基づく再評価が実施されているが、事業の効率性及びその
実施過程の透明性の一層の向上を図る観点から、総合的な評価であることを踏まえ事業評価における
評価の視点の検討においては「見直し継続」と評価する際の観点についても見直す必要があるのでは
ないか。

「見直し継続」と評価する観点（案）

○ 社会的要請
（上位計画の変更、災害等を踏まえた
基準の見直しなど）

○ 事業効率化
（実施環境の変化や早期効果発現による
効用の最大化など）

※現地条件の変更や軽微なものは
 見直し継続として扱わない

・以下の観点を踏まえた分類について検討



【事業内容の見直し例】 河川整備計画の変更

気候変動の状況から将来の洪水想定を見直した河川整備計画に変更する中で、事業計画を見直し、
再評価を行っている事例

24

「北海道開発局事業審議委員会」（令和5年度第1回）配付資料より抜粋



【事業内容の見直し例】 用地難航により滑走路の延伸方向を変更した例

用地の取得状況や増大する国際航空需要を踏まえ、事業計画を見直す再評価を行っている事例
（管制卓、管制情報処理装置等の更新整備等に努めたほか、北伸による平行滑走路の２，５００ｍ化を実施）

成田国際空港平行滑走路整備事業（再評価資料）より https://www.mlit.go.jp/koku/15_bf_000249.html 25



再評価における事業継続の視点考え方（案）

①事業の必要性等に関する視点
１）事業を巡る社会経済情勢等の変化

２）事業の投資効果
３）事業の進捗状況

②事業の進捗の見込みの視点

①、②の両方もくしはいずれか
で継続が妥当ではない

①、②のいずれでも継続が妥当

継続 中止見直しを実施した上で
継続

見直しの必要なし 見直し
見直しをしても継続が
妥当ではない

見直しによって①、②の視点
から見て継続が妥当

• 新工法の採用等による新たなコスト縮減の可能性など投資効率性を検討する段階で実施するものを
統合し、社会的要請や社会経済情勢等の変化などに基づく視点を新たに設定することで事業の効率
性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図ることを検討。

③
・社会的要請や事業効率化の視点
・コスト削減、代替案立案等の可能性の視点

※見直し継続に該当する考え方を追加で設定

対応方針又は対応方針（案）決定の考え方 改定の方向性

26

③
・社会的要請や事業効率化の視点
・コスト削減、代替案立案等の可能性の視点

※見直し継続に該当する考え方を追加で設定



２．事業評価における評価の視点

2-3 事後評価での視点
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事後評価における評価の視点について

28

事後評価の視点
(1) 事後評価を行う際の視点は以下のとおりとする。なお、各視点について、事業種別ごとに事業の
特性に応じた評価の項目及び内容を設定するものとする。
① 費用対効果分析の算定基礎となった要因（費用、施設の利用状況、事業期間等）の変化
② 事業の効果の発現状況
③ 事業実施による環境の変化
④ 社会経済情勢の変化
⑤ 今後の事後評価の必要性
⑥ 改善措置の必要性
⑦ 同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性

(2) 事後評価の実施主体は、事業の目的等を踏まえ、管理主体と調整し、運用面、施設面等の視点
から改善措置を検討するものとする。

現行要領での事後評価の視点

• 事後評価において、事前評価や再評価同様に評価の視点を設定し、事業の特性に応じた評価項目
及び内容を設定している。

• 効果の発現状況に加えて社会経済情勢の変化や同種事業の計画・調査のあり方などについても
考慮することとしており、これらで得られた知見も含めて事業評価手法のさらなる改善に努めていく。



３．総合的な評価について
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行政が行う政策評価

「行政機関が行う政策の評価に関する法律」（以下、「政策評価法」という。）に基づき、各府省の政策の
特性などに応じて、事前・事後の政策評価を実施している。

総務省HP（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/000065209.html）「政策評価制度について」から一部国交省で加筆 30

事 務 事 業

施策

政策

【政策（狭義）】
特定の行政分野の
基本的方針

【施策】
「政策」を実現するため
の具体的な方策や対策

【事務事業】
「施策」を具現化するため

の個々の行政手段

各行政機関の政策体系

【各府省の主要な施策に係る評価】
○主要な施策（政府全体で約500施策）について、事後評価を実施

（施策の評価例）
・ 「迎賓施設の適切な管理・運営」（内閣府）
・ 「道路交通の円滑化を推進する」（国土交通省）
など、各府省の施策について事後的に評価

※ 施設整備や公共事業（ハード面）だけでなく、その施設の活用・周知や各種計画の
整備、地方公共団体への働きかけなどの取組（ソフト面）を含んで評価を実施

【公共事業】
公共事業の実施に当
たり、その費用・効果
等について評価

（事前評価・事後評価）

【規制】
規制を新設・改廃す
る際に、その影響等
を評価

（事前評価、事後評価）

【租税特別措置等】

税制改正要望に当たり、
各措置の効果等を必要
性、有効性、相当性の
観点から評価
（事前評価・事後評価）

【研究開発・ODA等】
研究開発・ODAの実施
等について、専門的知
識を有する者等を活用
し評価

（事前評価・事後評価）

※政策評価法以外の枠組みでの評価の事例
・PFI事業については、政策評価法に基づく評価とは別に、PFI法に基づく事業評価を実施
・新国立競技場など独立行政法人が所管するものは、「独立行政法人通則法」を根拠と
して行う

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/000065209.html


事前評価が必要な事業における評価内容
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○事前評価が必須とされている各分野において評価の視点が設定されているが、国土交通省で
定めている技術指針等に効果の比較に係る定量的な指標を設定しているのは公共事業のみ。

評価の視点（国土交通省）

研究開発

必要性：科学的・技術的意義(独創性、革新性、先導性等)、社会的・経済的
意義(実用性等)、目的の妥当性等の観点

有効性：目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材
の養成等の観点

効率性：計画・実施体制の妥当性等の観点

ー

公共事業
費用対効果分析を行うとともに、事業特性に応じて環境に与える影響や災害発生状
況も含め、必要性・効率性・有効性等の観点から総合的に評価 B/Cなど

規制

〇規制の必要性・有効性
〇規制の妥当性（より緩やかな規制手段及び非規制手段の検討状況）
〇効果（課題の解消・予防）の把握
〇負担（遵守費用、行政費用等）の把握
〇利害関係者からの意見聴取状況（意見聴取の有無、主な意見内容や論点等）
※効果・負担について、事前評価時点での定量化が難しい場合は、理由・事後評価での定量化に向けた
工程の方法を記載
※事後評価においては、実績値を基に事前評価時の予測と比較し、当該規制を継続すべきか否かを判断

遵守費用、行政費用等
の定量的指標はあるもの
のその費用と規制による
効果の比較は定量的に
なされていない。

租税特別
措置

各府省共通の様式により、租税特別措置等の必要性※1、有効性、相当性※２等を
評価
※１必要性：政策目的に対する租特措置等の達成目標実現による寄与

  ※２相当性：政策目的の実現手段として、補助金や規制など他の手段ではなく、租特措置等の手段を
とることが必要か、適切か

減収額等の定量的な
指標はあるものの税収減
とその措置による効果の
比較は定量的なされて
いない。

原則として費用便益分析を行い、事業の投資効率性を評価
純現在価値、費用便益比、経済的内部収益率の３指標示す（定量的）

技術指針

定量的な指標の設定状況



事業評価方式を実施している主な事業一覧
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出典）各省庁の事業評価実施要領を参考に作成

公
共
事
業

公
共
事
業

・道路事業

・河川事業

・ダム事業

・砂防事業

・海岸事業

・港湾整備事業

・空港整備事業

・都市公園事業 など

（国土交通省） （ 他 省 庁 ）

（農林水産省）
・農業農村整備事業
・治山事業
・森林整備事業
・水産基盤整備事業

（厚生労働省）
・水道施設整備事業
（R6年度以降国交省に移管）

（経済産業省）
・工業用水道事業

（環境省）
・自然公園等事業 など

（その他施設）
・官庁営繕事業

・船舶建造事業 など

（防衛省）
・施設整備事業 など
（～平成22年度）



公共事業の採択基準（他省庁）

省庁名 主な事業名 採択基準（費用便益分析に係る基準を抜粋）
費用便
益分析

農林水産省 農業農村整備事業

＜農業農村整備事業等における新規地区採択時の評価手法の明確化について＞
採択チェックリストに以下の記載あり。
「当該事業のすべての効用がそのすべての費用を償うこと」

あり

農林水産省
（林野庁）

治山事業、森林整備
事業

＜林野公共事業における事業評価の手法について（事業評価マニュアル）＞
新規採択チェックリスト内の必須事項として、「費用便益分析の結果が1.0以上で
あること」が記載

あり

農林水産省
（水産庁）

水産基盤整備事業
＜水産関係公共事業の事業評価実施要領＞
チェックリスト内の必須事項として、「５：事業の投資効果が十分見込まれること」の
内容に「費用便益比≧１．０であることを確認する。」と記載

あり

経済産業省 工業用水道事業

＜工業用水道事業に係る政策評価実施要領＞
2) 評価方法及び反映
評価対象事業が、前提指標の全てを満たしていることを確認の上、優先採択指標
を含め総合的な観点から評価し、予算上の制約条件等を考慮の上、補助採択事
業を決定する。 

※前提指標に「費用便益分析において「費用便益比」が 1.0 以上であること。」が
記載

あり

環境省 自然公園等事業

＜自然公園等事業に係る事業評価手法＞
（１）事業実施に向けた要件（必須事項） 
⑤ 事業の効率性 （費用便益分析による効率性）

あり

他省庁における公共事業評価においても、事業評価方式で費用便益分析を実施している。
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出典）各省庁の事業評価実施要領を参考に作成



環境省における事業評価の例

34

費用便益分析（B/C）を実施

○皇居外苑石垣等修復事業での例

公園施設を整備することで訪問者の増加を仮想行動法で把握し、
それに伴うトラベルコスト法での訪問者の旅行費用に関する消費
者余剰増加額を便益として評価

参照：https://www.env.go.jp/content/900479006.pdf



事前評価における費用便益分析によらない取組

①事業計画の必要性

＜評価項目＞
・ 老朽による弊害
解消の必要性
・ 狭あい解消の

 必要性
・ 防災機能の不備

 解消の必要性
・ その他（分散、
借用返還、地域
連携等）

同等の性能が得られる
代替案の有無を確認、
事業案と代替案を経済
比較し、事業案が最も
経済的であることを確認
（代替案がない場合、事業案
が最も合理的とする）

業務を行うための基本機
能と施策に基づく付加機
能から、事業の効果の発
揮見込みを評価

事業計画
（建替・新営）

（基本機能）

（施策に基づく付加機能） 評価対象を整理したうえで 「with－without表」 により事業の必要性や効果等を分析

【必要性・緊急性（指標）】
各業務（施策）を達成す
るために必要な事柄と、
それに求められる具体的
な指標（能力）を整理する。

【事業の効果（１次効果）】
予算を確保できれば、必
要な装備・能力を有した
巡視船艇を整備できる。

【事業の効果（２次効果）】
巡視船艇を運用すること
によって、各業務（施策）
に対する結果（効果）が発
生する。

海上保安庁の業務

海洋権益の保全 治安の確保
海難救助・海上
交通の安全確保

海上防災・海洋
環境の保全

・海洋秩序の維持 ・海上犯罪の摘発
・緊迫化する国際
情勢への対応

・人命・財産の救助
・海上交通の安全
性の向上

・災害による人命・
財産等の被害の
最小化
・海洋環境の保全

○ 行政機関が実施する事業においても、費用便益分析（B/C）が必ずしも馴染まない事業においては、
事業の必要性や多様な効果を丁寧に分析・評価し、説明責任を向上させる取り組みを実施。

■公共建築 （官庁営繕施設、基地施設など） ■船舶建造 （巡視船）

事業の必要性、合理性、有効性（効果）の観
点から総合的に評価

「事業を実施した場合（with）」と「事業を実施し
なかった場合（without）」を比較し、海上保安庁
の業務及び社会経済的な寄与を抽出

現在入居している建物
の状況から、事業の必
要性を評価

②事業計画の合理性 ③事業計画の効果

適正な規模、適切な執務空
間、適切な敷地の場所・規模、
法令・条例への適合

ユニバーサルデザイン、自
然エネルギー利用、木材利
用推進、防災性の確保、地
域防災への貢献他

代替案A
（改修・増築）

代替案B
（民間入居）

経済性（ＬＣＣ）等を比較

出所）国土交通省「第30回官公庁施設部会及び第14回事業評価小委員会 資料4参考1」 （https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/eizen01_sg_000098.html）,2023年7月31日
 国土交通省「令和2年度第1回公共事業評価手法研究委員会 資料2」」 （https://www.mlit.go.jp/page/content/05_200626_shiryou2.pdf）,2020年6月26日 について一部加筆修正

（要件：評点100点以上）

（要件：評点100点）

（要件：評点100点以上）
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事業評価における近年の取組み

36
R7.3.14 第27回事業評価部会（道路分科会）令和７年度 新規事業化候補箇所説明資料
https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/road01_sg_000734.html

⚫複数の社会的割引率を用いたB/CやEIRRによる費用便益分析
⚫多様な効果を踏まえた便益を算出しB/C（参考値）を記載

○ 国土交通省所管の公共事業の事業評価において、社会的割引率の参考併記やEIRRに
よる費用便益分析の提示に加えて、多様な効果を踏まえた便益（参考B／C）の記載や
「社会全体への影響」への記載内容の充実化など総合的に評価する取組みを進めている。

⚫ 記載内容の充実化
✓  費用便益分析だけでは充分に測れない、誰もが安心・安全に暮らせること、誰もがアクセス
できること等の価値の観点からみた貢献を記載

✓ B/Cの適用対象としない多様な効果のうち、貨幣換算が可能なものがあれば算出額を明記
✓ 地域の計画との整合性について、計画の内容に触れながら説明



事業評価に関する評価書様式類（更新案）

○事業評価の結果をまとめた「評価書」など、費用便益分析の一つの指標である費用便益
比（B／C （社会的割引率４％） ）のみになっていることから、EIRRの記載の追加や社会
的割引率１％及び２％の併記を行うように更新する。
※B／C以外の費用便益分析についても事業評価監視委員会において公表されている

事業名
事業主
体

該
当
基
準

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業
の進捗の見込み、コスト縮減等）

総事
業費

（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な
効果等による評価

参考
（B/C）
※１,２

対応
方針

担当課
（担当
課長名）

貨幣換算した便益:B(億
円)

費用:C(億円)
EIRR
※１

Ｂ／Ｃ
※１便益の内訳及び主

な根拠
費用の内訳

下北半
島縦貫
道路
むつ～
七戸北
（一般
国道4号 
野辺地
七戸道
路）

東北地
方整備
局

一
定
期
間
未
着
工

・事業採択後一定期間（3年間）が
経過した時点で未着工の事業である
ため、再評価を実施

【投資効果等の事業の必要性】
・下北半島縦貫道路は、下北地域の
中心都市であるむつ市を起点に、東
北縦貫自動車道八戸線と接続する高
規格道路である。
・このうち、野辺地七戸道路は高規
格道路ネットワークのミッシングリ
ンクの解消を目的とした延長7.1km、
2車線の自動車専用道路である。

【事業の進捗の見込み】
・事業化年度：令和4年度
・事業進捗率：約1%（うち用地進捗
率0%）

【コスト縮減等】
・新技術の積極的な活用等により、
コスト縮減に取り組む。

290 
2,415 

【内訳】
走行時間短縮便
益：2,005億円
走行経費減少便
益：282億円
交通事故減少便
益：129億円

【主な根拠】
計画交通量
7,800台/日

2,238 

【内訳】
事業費：
2,075億円
維持管理費：
155億円
更新費：8.7
億円

【事業全
体】
4.3%

(6.4%)

【残事業】
11.1%
(6.5%)

【事業全
体】

1.1〔4%〕
(1.4)

【残事業】
2.1〔4%〕
(1.5)

1 円滑なモビリティ
の確保
・新幹線駅へのアク
セス向上
（むつ市内～七戸十
和田駅間の所要時間
現況87分→整備後74
分 ※下北半島縦貫
道路全線整備時）
2 国土・地域ネット
ワークの構築
・当該路線が隣接し
た日常活動圏中心都
市間を最短時間で連
絡する路線を構成
（むつ市内～八戸市
間の所要時間 現況
128分→整備後115分
※下北半島縦貫道路
全線整備時）
3 災害への備え
・青森県地域防災計
画（R5.2修正）にお
いて、「第一次緊急
輸送道路」として位
置づけ
他9項目に該当

【事業全
体】

1.5〔2%〕
(2.0)

1.8〔1%〕
(2.5)

【残事業】
2.9〔2%〕
(2.1)

3.5〔1%〕
(2.5)

継続

道路局
国道・
技術課
(課長 
西川 
昌宏)

※１  EIRR、B/Cの値は、上段が事業化区間を含む広域ネットワーク区間を対象とした場合、下段（ ）書きの値は事業化区間を対象にした場合の費用便益分析の結果。
※２ 最新の社会経済情勢等を踏まえ、参考比較のため、社会的割引率２％及び１％として算出したB/Cの値を記載。 37



再評価における費用便益分析の考え方について

〇 事業再評価では、事業の投資効果の観点から「費用対効果分析」を実施することとしているが、 

「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編）」においては「費用便益分析」の評価結果
が投資効率性の全てであるかのような記載となっており、誤解を招く表現になっているのではないか

38

修正（案）

○ 再評価の結果における投資効率性の取り扱い
は以下のとおりとする。

なお、事業評価は、事業の投資効率性や波及
的影響、実施環境といった多様な視点から総合
的に行うべきものであることに留意すること。

※「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指
針（共通編）」第2章（費用便益分析結果の取り扱い）
より再掲



４．本日議論いただきたい内容

■事業評価における評価の視点について

■総合的な評価の在り方について

■その他 事業評価全般について

39
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